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1.最近 の 動 き/CurrentTopic
◎研 究会等/Research量eeting
O我 が国 の科 学技 術政策 の 史的展 開 に関 す る研究 に関 して4月12日 に第6回 研
究 会 を開催 し、第1次 報 告書案 を審 議 した。
○ 第3回 国 際 コ ンフ ァレ ンス ・プ ログラム企画 委員 会が4月17日 に開催 され た。
?
?
◎ 平成 元年度 業務 計画 につ いて/ResearchProgramforFYl989
科学技術政策研究所の平成元年度業務計画が決定 した。
科学技術活動の中心が米国主導から日米欧へと多軸化 し、国際協力。協調が深化
す る中、我が国においては、研究開発構造を創造的な基礎研究を中心 と した ものへ
と転換 し、自らの安定的かつ持続的な発展を図 りつつ、国際的にも魅力ある高度な
研究機能を備えた「セ ンターズ・オブ。エ クセ レンス」を構築 ・育成 し、世界が共有で
きる知的ス トックの増進へ貢献 してい くことが必要 とな っている。
















プを開催 し、基礎研究面で伝統 と実績を有す る欧米先進諸国の関連研究機関 との
協力の下、構造的・理論的視点か らマ クロな研究開発構造に関す る比較研究を行 う
ものである。 このほか、前年度に引 き続き、内外文献及 び統計資料の収集 ・整備及
び情報処理 システムの整備等を行 う。










◎ 主 要 来 訪 者 一 覧/ForejgnVisitorstoNISTEP
4/17(月)◎ECD科学技 術工業 局次 長 谷 口富裕 氏
4/19(水)OECD科学技 術工 業局G.Drilh◎n氏
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2.研究 ノ ー ト/ResearchNot





◎ 礎一製品化の纏 醗 プ吐 スにおいて、鵠 が鯖 に入る前段階の醗)に 対す
るアクセスの要請が強まっているという問題等を踏まえ、本調査においては、我が
国において本来競争相手である民間企業等が、共同で研究開発を行 っている事例





シ ンメ トリ カ ル ア クセ ス(SymmetricalAccess)の重 要 性
シ ンメ トリカル ア クセ ス/技 術 革 新 に必 要 な知識 ・技術 ・情 報 ・市場 ・資金




我 が 国 のPre-competitiveな研 究 へ の ア クセ サ ビ リテ ィ(Accessibiiity)
(米国の主 張)
米 国/研 究開 発が政 府主 導 → 大学 で実施 → 各 国か らア クセ ス可能
↓ 日本/"民 間主導 → 民 間の閉 鎖性 に よ りア クセ スが困 難
我 が国 にお け る、Pre-competitiveな研 究 に対 す るア クセスの 要請 。
我 が 国 に お け るPre-competitiveな研 究 の 調 査 ・分 析
本 来競争 相手 であ る民間企 業等 が共 同で研 究開 発 を行 うの は、Pre-












また、民間企業等の研究開発 に対 し、政府が研究費の一部負担等 により支援する
制度 として、基盤技術研究促進制度(基盤制度)、生物系特定産業技術研究推進機構
制度(生物系制度)、医薬品副作用被害救済・研究振興基金制度(医薬品制度)がある。





研究組合制度(研究組合制度)がある。 なお、研究組合制度のプ ロジェク トには、
政府より補助金等研究費の支援を受けているものもある。
大プロ制度、次世代制度において、各プロジェク トの実施に当たっては、国立試
験研究所が行 う場合 と、民間企業等に委託す る場合 とがあ る。 民間企業等への委
託の場合、研究組合制度 による研究組合あるいは財団等を組織 して実施 される。
(2)制度創設の背景 と研究課題にっいて
大プロ制度は我が国の経済成長を促進 し、またそれによ る産業公害等の問題の
解決を図 ること等を 目的 としたもので、研究期間が長 く、巨額の資金 とリスクを伴
う研究課題 について、政府が推進するものである。
次世代制度、創造制度は昭和56年 度 に創設されたが、その背景 として、欧米先
進国 との間の経済摩擦の高 まり、近隣発展途上国の工業化の進行等 の国際環境の
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変化の中で、それ までの欧米先進国か らの技術導入 による経済発展か らの転換が
叫ばれ出 してきた時期である。 さらに、昭和60年 以降、我が国の国際的地位の
向上 とともに、科学技術 において も相応の国際貢献を果たす ことが重要 になって




業が限 られた資本、スタッフを効率的に利用 してい くことを促進する目的で、昭和
◎36年 に研究組合鞭 が鰍 された。
さらに、最近の科学技術を取 り巻 く状況の変化の中で、我が国の研究開発構造が
民間中心であること、民間における研究開発が製品開発中心であ ること、等の現状




H.今 後 の 調査 の進め方
政府 の推進 ・支援 す る民 間企 業等 に よる共同研 究制度 の各 プ ロ ジェク トにっ い
て 、参加 企業 の業種 、規模等 の観 点か ら比較 ・分析 を行 って い くとと もに、研 究課 題 ・
分 野、設 立 。研 究期 間、研究 開発費 、参加 企業(コ ー ド、業種 、資本金 等)等 に関 す るデ
ー タベ ース化 を図 り、今後 、各調 査研究 の基礎 的 な資料 と して 様 々 な観 点 か ら抽 出 ・
分析 で きるよ う検討 して い く予定 で あ る。
また、本 調査 にお いて は、これ らの共 同研究 制度 、各 プ ロ ジェク トの調 査 を踏 ま
え て、本来 競争相 手で あ る企業 と、ど う して共 同 して研二究 開発 がで きるのか 、言 い
替 えれば 、共同研 究が成 立 す る条 件等 にっ いて 、研究 開発 課題 、参加 企業 、研究 開発
の推進 体 制等 の観 点 か ら、調査 。分 析を行 って い く予 定で あ る。 そ して 、それ らを
基 に、我が 国 におけ るPre-competitiveな研究 の概念 の 体系 的整理 を行 い、科 学技
術 士 の国 際摩 擦 に対 す る対応 方策 の検討 を図 って い く予 定で あ る。




























































































































































































































































































































































































































































































3.来所 講 演 概 要/SummaryoftheLectureatNISTEP
「国 際 化 社 会 に お け る 知 的 交 流 の 課 題 」
武者小路公秀 国連大学副学長(2月27日、於当研究所)
1.始めに






ころで、情報過多で混乱させ るだけで、む しろ知的交流の交通整理 とは何 なのか、
何のために知的交流をするのか、情報,過多の時代に情報の選択をいかに して◎pz-




が質的な選択 というよ りも量的な、っ まり、流れの量を増やすとい うことに今まで
非常に努力を して きた、また、流れそのものを変えようとせずに自然な流れの中に
日本を位置付けていこうとい う姿勢が支配的ではなかったかとい うことを感 じて
います。 それは、日本における国連大学の活動をどうしたらよいか という話を
すると、大体、次のような2っ の話が多 くなるか らです。
ユっは、日本にノーベル賞級の先生方を大いによんできて下さいとい うこと、も
う1っ は、日本の科学技術を貧 しい第3世界の国々に役立たせ るための技術移転 に
国連大学が貢献 して下さいというものです。
今 までの日本の知的交流をみて も、先進工業国か ら文物・制度まで含めてすべて
を学び、そ して、その移転された情報に基づいて近代化 し、工業化 し、科学技術を進




っまり、進んだ ところか ら遅れたところに情報が流れるという原則 に基づいて、科
学技術情報 も文化情報 も制度情報 も先進国か ら途上国へと情報が流れ るわ けで、
この流れを促進することが知的交流の役割であると。




しか し、それだけで良いのかとい うのが今 日の話の中心にな ります。 例えば、
科学技術の移転は量が増えればそれでよいのか と。
日本の科学技術の発展をみま して も、日本は流れて きた情報をそのまま受け入
れ るのではなくて、役に立つ情報を選択的に受け入れ、不要の ものは減 らして きて
いるわけです。 私は国連大学にいますが、国連大学は 日本とアメ リカ、日本 とタ
イといったようなバイの協力の場ではな く、いろいろな国のいろいろな研究機関
の共同研究を進めることによ り、単な る技術の移転ではな く新 しい情報の創出を
目的とする機関であるわけです。 したが って、私としては日本が国連大学 に期
待することも、先程述べたようなことではな くて、日本の研究者がマルチの関係の
中に入 っていって、多角的な交流をする中で、情報をぶつけ合い、新 しい情報を見
つ ける、あるいは情報を豊富にするよ うなプ ロセスに参画できることにあるので
はないか と思 っています。 国連大学の第3世 界の先生方 にも知的交流を単なる
技術移転 として とらえるべ きでないとする人が相当いるようです。
本 日はこの考え方に沿 ってお話 ししております。
まず、日本や第3世 界では知的交流を縦の移転で考えるのは何故か、また、何故
縦だけではまずいのか とい う問題を提起 したいと思います。
ユっ には、当然のことですが、情報は元来それが生 まれたところか ら、それが無
いところへ 自然に拡が ってい く性質を もっているわけで、それが縦の移転 とい う




一回ッパで生まれ全世界 に波及 して行 ったわけです。
余談ですが、ある国際会議でフランスの財界の方が次のような危険な見方を話
していました。 すなわち、「日本はヨーロッパ に対 し、技術で挑戦 して来ている。
これは、経済的なばか りか文明的な挑戦である。 今まで科学技術を生む ことが
できたのはヨーロッパ文明だけであるし、それでよか ったのだ。 ヨー ロッパ文明
に属さない国が科学技術を生むようになった。 これは大変 なことだ。」と。
これか らもわかるように、縦の技術移転の哲学 には、先にやった ものが優秀で後
か ら来たものが遅れているという階級意識みたいなものが出て きて、国際交流が
ギクシャクす るのではないかということがあ ります。





そういう意味で、知的交流は遅れた ものが、ただ外か ら学んで追いつ くというこ
とでなく、そこには、自前の考え方が必要になる し、技術を移転するところの文化・
実情、併せてその国の未来イメー ジというものに即 した選択がないと外か らの先
端技術に巻 き込 まれて主体性のない技術吸収に終始 して しまうということです。
また、3つ目には、戦後の国際社会においては縦の移転が非常に強かったとい う
ことを指摘で きると思います。 第2次大戦後の世界においてはアメ リカが世界 の
覇権国 として、科学技術の情報を自然発生的に流すのではな く、例えばフルブライ
トの留学制度 とか民間のフォー ド財団や ロックフェラー財団の活動を通 じて縦の
知的交流を大々的に促進するということをやりま した。
これに関 して国連大学の関係で いいますと、韓国のKAISTのようにアメリカか ら
入 って きた技術をいかにして自前の ものとするか ということに努力 している所 も
あ ります。 しか し、イ ンドネ シアのようにバ ークレイ・マフィア(バークレイでPh.
Dをとった人たち)が50年 、60年代の経済 ・開発政策を担いは したが、彼 らはア
メリカの先生方 とは話がで きたけれ ども、村の人々とは話が全 く通 じず、村を中心
とした中間技術を大切 にしていくという方向転換をやったところもあります。
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それか ら、最後の問題提起 として、技術政策の システム的な立場か らの ものがあ
ります。 これは、科学技術の問題を、公害問題、環境問題、そ して途上国の都市化
の問題などの社会変容が 自然に対 してどのような影響を及ぼすのか という見方か
らとらえ、ただ技術をどん どん進めて工業化をすればよい ものではない とい う考
え方をするわ けですが、流行のことばで言 うとSustainableDevelopmentというこ
とになります。 すなわち、外か ら移転 した技術をやみ くもに適用す るのではな く、
その国の文化環境 とかエコロジー とかに十分配慮 して、研究を積み重ねて受容 し
て行 くことが必要だと。 更には、縦の関係をそのまま続けてい くのではな く、技




これ まで、縦の移転だけではだめだ とい う話を して きたわけですが、第3世 界 と
日本 ということを考えると次のようなことがあるのではないか と思 います。
日本の台頭はアメリカの覇権の弱体化と時を同 じくして起 こったわけですが、
当然 日本には5⑪ 年代 にアメ リカが してきたような技術の移転 というものが期待
されているわけです。 しか も、日本の場合には、儒教 とい う宗教的背景が同一な
アジアNIESという技術 ・情報の受 け手 というのが考え られ る。
これは、日本を中心 とした地域的な覇権構造 とい うものに発展 してい くか もし
れません。 その時には、縦の移転というのは必要です し、否定す ることはあ りま
せんが、同時に横の流れを強 くしていかないといけない、つ まり、お互いに情報を
交換 しあいなが ら、情報の質を高め、新 しい情報を創 り出 していくような努力が必
要だと思 うのです。 このような ことが、日本を中心 にして もっと考え られて も
よいのでは と感 じてお ります。 この場合、日本 にはアメ リカと違 った文化的持
ち味といったものを もっていると思 うのです。
アメ リカ的考え方 は、優れた もの、進んだ ものが劣 っているもの、遅れているも





最後 に、多角的な知的交流に対 して、日本が どのような貢献がで きるのか という
ことを考えてみたいと思います。 まず、現在の技術摩擦ですが、これは基礎研究
というア ップス トリームか ら高度の商品 とい うダウンス トリームに至る流れの中
で、日本がダウンス トリームを受 け持ち大儲 けを し、ア ップス トリームの基礎研究
をや っているヨーロッパが一番損をするとい う格好にな っているか らです。
しか し、このような分業体制 とい うものは長期的には日本 にとってよいことで
はあ りません。 基礎研究を行わない日本は長い目でみると競争力を失 うとい う
ことす らあるか もしれません。 このように考えると、科学技術の北北問題を調




全世界の グローバルなマネジメントがで きない時代になってお り、いろん な立場
の人たちの対話、力の強い者 と弱い者の対話、利害の異 なった者の対話など様々な
横の知的交流の中か らOptima1、Sub-optimalな解をみつけていくといったことが
必要にな ってきています。 そこで結論的になりますが、日本 にはそのような対話
型の意志決定を国内的、社会内的には実にうまくやってきたわけです。
ところが国際的には、たちまち縦の情報の流れに頼るといった意識構造がで き
て しまっているわけです。 このような国内的な知的交流のパター ンを国際的に







04月よ り、中国管理科学研究セ ンターの張 島民を特別研究員 として受け入れた。
張氏は昭和63年度科学技術庁フェu－ シップ制度 によ り来所、2年間の予定で














「国際社 会 にお け る技術格 差 の問題 点」
加 藤秀 俊氏(放送教 育開発 セ ンター理事)
「明治時 代 の 日本 の科学技 術 政策 の一側 面 」
村上 陽一郎 氏(東大先端 科学 技術 研究 セ ンタ ー教 授
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